
令和６年度伊予市下水道事業会計決算概要のお知らせ
伊予市下水道事業会計の令和６年度決算概要についてお知らせします。
令和６年度より、農業集落排水事業が公営企業会計に移行し、従来の下水道事業

会計に統合されています。
下水道事業は、地方公営企業法に基づき下水道使用料等によって運営されていま

す。清潔で快適な生活を送るためになくてはならない事業として、持続的な安定経
営を目指し、効率的な運営に努めています。

１．業務量について

区 分 令和５年度 令和６年度 比較増減

水洗化人口(人) 18,231 19,867 1,636

接続件数(件) 6,925 7,044 119

年間処理水量(㎥) 1,592,178 1,784,998 192,820

年間有収水量(㎥) 1,562,399 1,739,868 177,469

有収率(％) 98.1 97.5 △0.6

年間水量
１㎥当たり

汚水処理原価(円) 156.72 179.48 22.76

使用料単価(円) 153.63 156.04 2.41

○汚水処理原価は、1㎥の水を処理するためにかかる費用です。
○使用料単価は、1㎥当たりの下水道使用料の単価です。
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２．収益的収入及び支出

主な収入は下水道使用料と一般会計からの補助金であり、主な支出は施設の維持
管理費や減価償却費です。

区 分 令和６年度

収入 1,011,403,223円

営業収益 398,200,785円

営業外収益 613,202,438円

支出 937,118,275円

営業費用 882,664,946円

営業外費用 53,758,355円

特別損失 694,974円

（税込）

〇営業収益とは、主たる営業活動から生じる下水道使用料、手数料などの収益です。
〇営業外収益とは、主たる営業活動以外から生じる一般会計補助金などの収益です。
〇営業費用とは、主たる営業活動から生じる維持管理費などの費用です。
〇営業外費用とは、主たる営業活動以外から生じる企業債利息などの費用です。

営業収益

398,200,785 円
営業外収益

613,202,438 円

営業費用

882,664,946 円

営業外費用

53,758,355 円

特別損失

694,974 円

収入
10億1,140万3,223円

支出
9億3,711万8,275円



３．資本的収入及び支出

主な収入は出資金、分担金及び負担金、企業債であり、支出は建設改良費や企業
債償還金です。収入の不足分は、内部留保資金で補てんしています。

区 分 令和６年度

収入 588,873,940円

企業債 184,600,000円

出資金 256,311,000円

補助金 137,650,000円

分担金及び負担金 10,312,940円

支出 814,736,917円

建設改良費 320,529,012円

企業債償還金 494,207,905円

（税込）

〇企業債とは、国や地方公共団体金融機構などから借り入れた資金です。
〇出資金とは、経営基盤強化のために一般会計から出資を受けた資金です。
〇企業債償還金とは、企業債の元金返済のための支出です。
〇内部留保資金とは、減価償却費などの現金支出を伴わない費用計上により生じた
資金です。

企業債

184,600,000 円

出資金

256,311,000 円

補助金

137,650,000 円

分担金及び負担金

10,312,940 円
内部留保資金

225,862,977 円

建設改良費

320,529,012 円 企業債償還金

494,207,905 円

収入
5億8,887万3,940円

支出
8億1,473万6,917円



４．損益計算書（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）

損益計算書は、一事業年度における企業の経営成績を明らかにするため、当該年
度中のすべての収益と費用を記載し、純損益とその発生の由来を表したものです。

（税抜）

収益の部 費用の部

営業収益
下水道使用料
雨水処理負担金
その他営業収益

371,062,093円
271,497,088円
99,543,405円

21,600円

営業費用
管渠費
ポンプ場費
処理場費
総係費
減価償却費
資産減耗費

853,942,940円
26,719,080円
26,473,314円

233,378,519円
57,155,742円

491,533,286円
18,682,999円

営業外収益
受取利息及び配当金
他会計補助金
補助金
⾧期前受金戻入
雑収益

604,122,596円
312,041円

327,909,595円
3,800,000円

270,782,669円
1,318,291円

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費
雑支出

61,300,760円
53,758,355円
7,542,405円

特別損失
過年度損益修正損
その他特別損失

677,970円
173,606円
504,364円

当年度純利益 59,263,019円

合 計 975,184,689円 合 計 975,184,689円

収入

975,184,689 円

支出

915,921,670 円

下水道使用料

271,497,088 円

雨水処理負担金

99,543,405 円

その他営業収益

21,600 円

他会計補助金
327,909,595 円

補助金

3,800,000 円

⾧期前受金戻入

270,782,669 円
その他

1,630,332 円

人件費

54,015,301 円

維持管理費

289,711,354 円

減価償却費

491,533,286 円

資産減耗費

18,682,999 円

企業債支払利息

53,758,355 円

その他支出

8,220,375 円

当年度純利益
59,263,019円



５．貸借対照表（令和7年3月31日）

貸借対照表は、企業の財政状態を明らかにするため、年度末において保有してい
るすべての資産、負債及び資本を総括的に表したものです。

（税抜）

資産の部 負債の部

固定資産
有形固定資産
減価償却費累計額

14,096,074,015円
16,379,511,550円
△2,283,437,535円

固定負債
企業債
⾧期リース債務
その他固定負債

流動負債
企業債
短期リース債務
未払金
前受金
引当金

繰延収益
⾧期前受金
収益化累計額

2,944,858,534円
2,910,465,662円

34,092,872円
300,000円

506,083,001円
428,520,111円

7,324,812円
55,653,878円
9,947,200円
4,637,000円

6,477,966,018円
7,666,253,124円

△1,188,287,106円

流動資産
現金・預金
未収金
貸倒引当金

460,994,775円
400,092,394円
61,410,351円
△507,970円

資本の部
資本金 3,124,776,467円
剰余金

資本剰余金
利益剰余金

1,503,384,770円
1,228,371,680円
275,013,090円

資産合計 14,557,068,790円 負債資本合計 14,557,068,790円

固定資産

14,096,074,015 円
流動資産

460,994,775 円

固定負債

2,944,858,534 円

流動負債

506,083,001 円
繰延収益

6,477,966,018 円

資本金

3,124,776,467 円
剰余金

1,503,384,770 円

資産
145億5,706万8,790円

負債・資本
145億5,706万8,790円


